





    
 









               
                     
独 立 行 政 法 人 
国 立 国 語 研 究 所 
はじめに
国立国語研究所は，平成 年 月に独立行政法人に移行し， か年の中期目標期間を設定し13 4 5
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１５ 「方言文法全国地図」の刊行 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０．


















２８. 公開研究発表会の開催 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０











(3) 文献目録等の編集刊行, 研究資料の電子化等, 総合的なネットワークの構築・運営
３９ 「国語年鑑」の刊行 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５３．
４０ 「日本語教育年鑑」の刊行 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５４．
４１．日本語状況新聞記事データベースの公開 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５５








































































」 「 」 ，な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性 及び文部科学大臣からの 見直し案 においても



























































































































第 期中期目標の期間である平成 年 月 日から平成 年 月 日までの 年間で計画1 13 4 1 18 3 31 5











13 4 , 1 6 18 3 6平成 年 月の独立行政法人化を機に 研究組織を センター 部門 研究室から 部門
領域に再編し，プロジェクト制の柔軟な実施 共同研究の更なる推進を図った。,


















冷麗敏（中国, 連携大学院）, ユパカー・スィリポンパイブーン（タイ, 連携大学院）
平成17年度 張春柏（中国）, 徐敏民（中国）, チョン・ホソン（韓国）, パク・ミンギュ（韓国）,
冷麗敏（中国, 連携大学院）, ユパカー・スィリポンパイブーン（タイ, 連携大学院）
３．国際共同研究，大規模な国内共同研究
招へい研究員 海外研究員 在外研究員などの諸制度を利用した国際共同研究のほかに 個々の, , ,
研究プロジェクトの一部として共同研究を実施した。
大規模な国内共同研究として 運営費交付金によるもののほかに 外部資金（科学技術振興調整, ,
費, 汎用電子情報交換環境整備プログラム等）による大規模な研究プロジェクトを実施した。
○共同研究内容
年度 招へい研究員との 左記以外の 大規模な
共同研究 国際共同研究 国内共同研究
平成13年度 3 5 1
平成14年度 2 5 2
平成15年度 2 5 3
平成16年度 3 5 3







れる資料や情報を的確に収集するための制度である。平成 年度までは準備に費やしたが 平成16 ,
年度には発足させ 実際に委嘱した（鄭起永・韓国釜山外国語大学校日本語学部教授 。17 , ）
在外研究員制度は 従来の文科省在外研究員制度が実際上廃止されたために設置した制度で 研, ,






















平成17年度 招へい研究者による 韓国国立国語院(2名), 華東師範大学(1名)
講演会開催
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「日本語教育支援総合ネットワークシステム （平成 年度末利用登録者数は 人）は，」 17 4,587
平成 年度に文化庁が開始し，平成 年度より国立国語研究所に移管され，運用を本格化しつ12 13
つ，素材の整備並びに安定稼働のためのシステムの改善を行った。平成 年度には，システム14
の全面的な改訂（ ベースから ベースのシステムに改訂）を行った。この改訂したWindows Linux
システムをベースに，平成 年度以降，運用管理面のプログラムを追加，改良し，システムを15



































評定 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
項目数 25 20 20 20
A+（特優） 0 0 1 2
A （十分に履行） 14 19 18 17
B （ほぼ履行） 11 1 1 1
C （不十分な履行） 0 0 0 0
C-（改善が必要） 0 0 0 0
, 13 23 , A , B ,なお 平成 年度評価は全事業を の評価項目に分類し 優れている 計画達成（ ） （ ）
C 3 A 13 , B 10（改善・検討を要する）の 段階で判定を行った。その結果は 評価 項目 評価












平成 年 月の独立行政法人化後，計画（ ，運用（ ，点検及び是正（ ，見直13 4 Plan Do Check） ） ）


















年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度













































本課題では，現代日本語の書き言葉の実態を明らかにするために，平成 年（ 年）に刊6 1994
行された月刊誌 種から 万字規模の標本を抽出し，そこで使用されている文字，表記，語70 200
40彙について調査・分析を行い，漢字表，語彙表，表記一覧を作成・刊行した。この調査は，約
年前の「雑誌九十種調査」との比較ができるように設計した。本調査の結果は， 世紀後半の20























1漢字表記される語 漢語・和語 の表記の実態を一覧できる分析表を作成し 刊行した 頻度（ ） ， 。
までの全語彙 万語の語彙表を作成し， 版を作成した。また，これをホームページ106 CD-ROM
上で公開した。
○学術的有用性
， （ ）日本語の書き言葉の多様性を敏感に反映する資料である雑誌については 昭和 年 年31 1956
の資料に基づく「現代雑誌九十種の用語用字」調査しかなかったため，最新の調査結果が待たれ









・ 現代雑誌の漢字調査 （平成 年 月）『 』 14 3
・ 日本語の文字・表記－研究会報告論集－ （平成 年 月）『 』 14 3
・ 分類語彙表増補改訂版 （平成 年 月）『 』 16 1
・ 現代雑誌の語彙調査－ 年発行 誌－ （平成 年 月）『 』1994 70 17 3
・ 現代雑誌の表記－ 年発行 誌－ （平成 年 月）『 』1994 70 18 3
また，研究用のデータとして，以下の つを提供している。2
・ 分類語彙表増補改訂版データベース （ で提供［有料 ）『 』 ］CD-ROM




9 6くの研究者に利用してもらえる環境を整えた 『分類語彙表増補改訂版』は，延べ語数約 万。





























































1400 3409 1000『太陽コーパス』は， 万字を超える本文，様々なジャンルの記事（記事数 ，約）
人の著者を擁する質・量ともにかつてない水準のデータであり，現代語確立期の研究に資する本















て実証的に把握し 社会と言語行動の関係を分析した。 年代に収集した種々のデータを分析, 1990







上記報告書の市販品『学校の中の敬語 面接調査編』を三省堂より刊行した 『学校の中の敬2 。
語 』のデータを 上で公開した。1 WEB
【１６年度】
報告書 日本語社会における 配慮 の言語行動 を脱稿し 非売品の報告書を作成した 学『 「 」 』 ， 。『


















社会調査に基づく大規模データの分析報告として価値が高い 『学校の中の敬語 』につい。 1, 2
ては 学会誌『社会言語科学』に書評が掲載され 肯定的な評価を受けている。今後の課題として, ,
は項目相互間の分析が望まれる。
○成果報告書等の成果公表手段の適切性
報告書の他に 論文 編 広報誌などへの寄稿 編 その他の 編を執筆した。また 各報告, 15 , 10 , 16 ,
書において利用したデータを 上で公開しているので 読者は必要があればデータを独自にWEB ,
再分析することができる。
○実施に伴う基礎資料の整備状況
データの 上での公開に当たっては 個人情報保護に配慮した。WEB ,
１５ 「方言文法全国地図」の刊行．
, 6話し言葉の地理的多様性に関する基盤的データを提供するために『方言文法全国地図』全
集（既刊 冊）の第 集と第 集を刊行して完結させた。4 5 6
○調査及び研究の進捗状況
【１３年度】
『方言文法全国地図』第 集（収録地図 枚）を財務省印刷局より刊行した。5 65
【１４年度】






『方言文法全国地図』第 集（収録地図 枚）を国立印刷局より刊行した。6 80
○学術的有用性
全国 地点を臨地調査して得たデータに依拠した『方言文法全国地図』は 国立国語研究所807 ,




なくない 『方言文法全国地図』は そのような問題を検討するための最も基礎的な資料である。。 ,




第 集と第 集を刊行することによって『方言文法全国地図』を完結させた。これによって開5 6
始以来 年以上に及んだ当該プロジェクトも 当初目的を達成した上で終了したことになる。20 ,
○成果報告書等の内容の充実度
場面差を取り入れるなどの工夫によって 文法特徴を体系面だけでなく運用面からも把握しよ,




WEB , 22 , 16電子化されたデータを 上で公開している 報告書の他に 論文 編 広報誌等への寄稿。
編 学会発表 編 その他 編を発表した。, 3 , 38
○実施に伴う基礎資料の整備状況












『日本語話し言葉コーパス （ 枚組 講演 名 時間 万語）の頒布を開』 DVD18 , 3302 , 1417 , 662 , 752









平成 年度末で セットが頒布されてきており 音声認識研究に携わるほとんどすべての大17 305 ,
学 研究所 企業で利用されている。特に民間企業研究所における利用が 件あることは 産業利, , 25 ,

























































































・ 作文対訳データベース』を用いた応用研究を進めるとともに データ収集・整理を継続した。『 ,












ース』には 日本語・母語それぞれによる対話データも収録されており 単に言語形式上の誤用・, ,

















で公開した 『発話対照データベース』モニター版を で公開した。また 『作文対訳データ。 ，DVD
ベース』に関する成果報告書『作文対訳データベースの多様な利用のために』を刊行した。
○成果報告書等の内容の充実度




『作文対訳データベース』は，作文データ 件（原則として母語訳付 ， 件の添削情報1,556 787）
を内包した。データ収集国は， か国である。21
『発話対照データベース （モニター版）は 片面 層の 枚として公開した。データの総』 , 1 DVD1








ため，片面 層の による公開，提供とした。1 DVD
○実施に伴う基礎資料の整備状況
















・所外の研究者を含む教師教育委員会を開催した （～ 年度）。 17
【１４年度】
・科学研究費補助金研究「今後の日本語教師教育のためのリーダーシップに関する研究 （基盤」












・科研費( )と連係して， サイトからすべての資料を総括した形で発信した。B WEB
・研修修了生に対する質問紙調査を実施した。













日本語教師教育研究の中心となる サイトを構築（ ）し，個人WEB http://202.245.103.49/Teacher/
， ，「 ， 」 。情報 内部情報の取扱いを検討後 目的別 課題別の研修に関する研修報告資料 を発信した
また，日本語教育学会研究集会や科研費( ), 科学研究費補助金研究「日本語教育における評価B
- 28 -













































































・タイ 韓国 台湾 マレーシア 豪州のアンケート調査集計結果報告書 日本語版・各国語版 ,， ， ， ， （ ）
「海外調査報告書」
・ 日本語教育の学習環境と学習手段に関する調査研究 国内質的調査報告」「
























り広く提供できるように での公開を行った。また 『世界の言語テスト』のように，広く入WEB ，
手できるように普及書を刊行した。
○実施に伴う基礎資料の整備状況





















中期計画の 年目に当たる平成 年度から新規に発足した課題であるが，予定どおり計画を3 15




， 。「 」 ，着実に調査研究を継続し 予定以上に計画を達成した 外来語 言い換え提案に資するため
























・ 外来語に関する意識調査 （平成 年 月）『 』 16 3
・ 外来語に関する意識調査 Ⅱ （平成 年 月）『 』 17 3
・ 行政情報を分かりやすく伝える言葉遣いの工夫に関する意識調査 （平成 年 月）『 』 16 3
実態調査の成果として，頻度表，用例集，語誌集等を「外来語」委員会に提供した。また，語
種辞書『かたりぐさ ，言語処理の辞書『表記統合辞書 ，ツール『たんぽぽ 『プリズム』をイ』 』 』
ンターネット上で公開した。
文化審議会国語分科会の審議資料として，次の 冊を作成・提供した。3
・ 話し言葉における敬語形式の出現実態 （平成 年 月）『 』 17 11
・ 現代雑誌の漢字調査 頻度表 （平成 年 月）『 』( ) 17 10





































中期計画の 年目に当たる平成 年度の途中で急遽企画された課題であったが，委員会を迅2 14
速に発足させて議論を重ね，平成 年 月には中間発表を行い，一般からも意見を募って検討14 12
材料を補強しつつ審議を重ねた。年度内に 回（第１回～第 回）の委員会を開催した。6 6
【１５年度】
15 4 62 1 2平成 年 月に 語を対象として第 回「外来語」言い換え提案の最終発表を行った。第
回提案については，平成 年 月に中間発表を， 月に 語を対象として最終発表を行った。15 8 11 47
3 9 7 15また，第 回提案については，中間発表に向けて審議を継続した。年度内に 回（第 回～第
回）の委員会を開催した。
【１６年度】
3 6 10前年度からの議論を受けて，第 回「外来語」言い換え提案について， 月に中間発表を，
月に 語を対象として最終発表を行った。また，第 回提案については，中間発表に向けて基32 4
礎作業と審議を継続した。全国自治体に 回分の提案冊子を配布するとともにアンケートを実施3
， 。 （ ） 。し 提案活動に対する高い支持を得た 年度内に 回 第 回～第 回 の委員会を開催した3 16 18
【１７年度】
4 35 17前年度からの議論を受けて 第 回 外来語 言い換え提案について 語を対象として平成， 「 」 ，
- 35 -
年 月に中間発表を，平成 年 月に最終発表を行った。また，第 回から第 回の提案全体10 18 3 1 4
をまとめ直した「総集編 （総語数 語）を平成 年 月に発表した 「総集編」を基に，読」 。176 18 3
みやすく使いやすい形式にした市販本の編集を進め，平成 年 月に刊行する準備を整えた。18 6











「外来語」言い換え提案の記者発表は，第 回から第 回までそれぞれ中間発表と最終発表を1 4
行ったが，それに合わせて小冊子『 外来語」言い換え提案―分かりにくい外来語を分かりやす「














「外来語」言い換え提案のための基礎資料として作成された「外来語語彙表 「用例集 「使用」 」
頻度表 「辞書記述集 「言い換え作業シート 「定着度調査結果一覧表 「国民各層から寄せられ」 」 」 」
」 ， 「 」 。た意見の集成 等は これらを統合する大規模な 外来語データベース として拡充されている











































































とを目指ざして国際シンポジウムを開催した。また 平成 年度以降は研究所の重要な研究課題, 15
に焦点を合わせて開催し 多様な講演や討論を行うことができ 所要の成果を得ることができた。, ,
○シンポジウムの開催状況
年度 テーマ 講演者数 参加者数
平成13年度 【第１部会】「多言語・多文化共生社会における言語問題」 5 160
【第２部会】 3 28「日本語教師教育を考えるⅠ：教師教育と指導者」




平成15年度 「世界の＜外来語＞の諸相」 23 448
平成16年度 「世界の日本語研究の新たな発展を求めて」 4 400












当該シンポジウムが開催された翌年度に報告書を刊行することを原則とした。 年度 年度13 , 14




及び 年度シンポジウムの報告書が実際に刊行されたのは 年度であった。15 17
○成果報告書等の内容の充実度
シンポジウム終了後に講演者に原稿執筆を依頼するとともに 当日の質疑応答の記録を文字化,
して掲載することを原則とした。ただし 年度においては予稿集を報告書に代えたので 質疑, 17 ,
は記録されていない。なお 年度の（１）の全体と 年度の報告書の大部分は 英語で執筆さ, 14 17 ,
れている。
○成果報告書等の成果公表手段の適切性

























年度 テーマ 講演 参加 アンケ 備考
者数 者数 ート
平成13年度 「言語データベース－さまざまな視 3 135 93% 講演3件，研究室公開7室
点からの構築－」
平成14年度 「表現法の地理的多様性－方言 5 104 74% 講演5件
地図で見る表現法の世界－」
平成15年度 「話し言葉のデータベース―『日本 4 219 96% 講演4件，ポスター発表12件，
語話し言葉コーパス』―」 デモンストレーション2件
- 41 -
平成16年度 「これからの日本語学習支援を考 3 76 90% 講演3件，
外部有識者によるコメント 2件，える－学びを支えるモノ・ヒト・コト
－」 ディスカッション1件

























2で公表することにより 広範な日本語研究の発展に寄与することを目指した学術雑誌である 年， 。
回（ 月・ 月）刊行。研究所の内外から投稿されて審査を通過した研究論文，調査報告，研究4 10
ノートのほか，研究所の研究プロジェクトの成果を公表する「研究所報告 （ 号より ，連載」 ）15
「世界の言語研究所」を収録する。
編集の主体は，研究所の所員と所外の研究者からなる編集委員会である。海外からの投稿を含
め，年間 ～ 編の投稿があり，採択率は平均して ～ ％である。論文審査は当該分野を20 30 30 40
- 42 -




























『日本語科学』は，毎号 部を㈱国書刊行会から刊行し，そのうち 部を国立国語研究1,100 300
所が買い上げて，約 部を関係機関に無償で配布し，成果の公表と送付先との間での学術成果260














































， ， ， ，「 」 ，進を目的とし 研究活動情報等の集約 公開講演会 国際シンポジウム ことば フォーラム
公開研究発表会等の開催記録などのホームページを通じた公開を行った。
○調査研究の成果等の公表状況































































（ 新「ことば」シリーズ 『日本語教育ブックレット』など 。『 』， ）
【１５年度】
研究所の研究事業の成果を，専門的な報告書とは異なる内容構成によって一般向けに普及する
図書として 年度には国立国語研究所プロジェクト選書 現代日本の異体字 を刊行し 日， 『 』 ，『15 2





平成 年度も 『日本語ブックレット 改訂版 『マルチメディア教材作成ツール＜ヤニー16 2002， 』
タ＞解説書』等を作成した。前者は平成 年度に試作し平成 年度の本格的刊行を準備する段15 17
階の改訂版である。後者は，一般日本語教師向けの教材作成ソフトウェア解説書であり 活用, IT
日本語教育支援事業の成果の つである。1
また，従来続けている『新「ことば」シリーズ 『 ことばビデオ」シリーズ 『日本語教育ブ』「 』
ックレット』の刊行や制作も，それぞれ順調に行った。
【１７年度】









一般を対象にした公開事業を予定通り各年度 回，合計 回開催した。5 25
開催 講演 参加 アンケ年 度 テーマ
地 者数 人数 ート
平成13年度 【第１回】『「ことば」ってなんだろう？』 所内 3 129
【第２回】「日本語情報の海外提供」 宮城 3 86
86%【第３回】「日本語情報の海外提供」 東京 4 77
【第４回】『ネット・コミュニケーションと「ことば」』 東京 4 122
【第５回】「話しことばの豊かさ, 再発見」 山形 4 95
平成14年度 【第１回】「暮らしの中の漢字」 所内 3 131
【第２回】「ことばフォーラムin熊本 【ことば探検・ことば発 熊本 6 217
見】」
95%【第３回】「新聞の漢字」 大阪 3 122
【第４回】「方言地図の見方・作り方」 所内 2 140
【第５回】「ビジネスや留学にいきる言葉の力とは？」 東京 6 130
平成15年度 【第１回】「日本語を外から眺める」 所内 3 187
【第２回】「効果的なコミュニケーション―間やリズムを上手 広島 3 118
に使おう―」
94%【第３回】「方言の科学―ことばのくにざかい 富山―」 富山 3 390
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【第４回】「外字対応のヒント―図書館や電子政府の取り組 東京 2 140
み―」
【第５回】「ことばを探す―語彙の世界に遊ぶ―」 所内 3 201
平成16年度 【第１回】「「ことばビデオ」方言の旅―庄内方言の集い―」 山形 5 121
【第２回】「こんにちは“コッケン”です。―皆さんの質問から 埼玉 3 94
92%―」
【第３回】「現代の外来語」 東京 3 144
【第４回】「外来語とどう付き合うか」 兵庫 3 136
【第５回】「国語研究所の歩み―西が丘時代を中心に―」 所内 6 175
平成17年度 【第１回】「はじめまして，国語研究所です。―調査・研究の“ 所内 3 230
今”―」
【第２回】「ことばと国際理解―国際理解につながることばの 東京 5 175
教育―」
91%【第３回】「伝え合いの言葉―コミュニケーションの意味―」 5 129北海道
【第４回】「外来語の過去・現在・未来」 愛知 3 150

























出版社のホームページと日本語関連月刊誌＜月刊雑誌の『日本語学 （明治書院 『月刊言』 ），














































































なお，平成 年度作品は文部科学省特選，平成 年度～平成 年度作品は文部科学省選定13 14 17












年 度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度






























今期いずれの年度においても 計画どおり日本語研究文献目録データベースの構築を行い 国， ，『
語年鑑』を刊行した。発行部数は各年度とも 部である。日本語研究に関する刊行図書及び1,700
雑誌文献の目録データを掲載しており，その数は，今期 年間の合計で，刊行図書 件（年5 6,048
















そして 年度は， ページを新たに作成し 『日本語ブックレット （電子版）17 WEB 2004， 』
として本格的な公開を実現した。
（４ 『日本語学研究文献総索引』へのデータ追加）





が前提となる 『国語年鑑』は，日本語の研究における研究文献目録として， 年以上にわたっ。 50
15て刊行を続けており，必須の研究支援情報源としての評価は既に学界で定着している。また，
























































目録データベースの構築・整備を計画どおりに進め，毎年，約 千～ 千件を新規に収集・整3 4
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理した。また， つ つの記事について，書誌情報及び検索情報等を精査・整備し，平成 年1 1 13
度に 年分［昭和 年（ 年）～平成 年（ 年 ］のデータをホームページ上で公開50 24 1949 10 1998 ）
し，以降，整備を施したデータを順次，追加公開した。
さらに，収集・蓄積した目録データ及び切り抜き資料を基に，言語意識・言語生活の動向につ




（１）新規収集記事及び公開データ（データ管理上， 月～ 月分を 年分とする）1 12 1
累積公開件数年 度 新規記事 公開データ
掲載年 件数 掲載年 件数
114,000件平成13年度 2001年 3,300件 1949～1998年 114,000件
116,400件平成14年度 2002年 3,700件 1999年 2,400件
119,900件平成15年度 2003年 2,800件 2000年 3,500件
126,900件平成16年度 2004年 4,100件 2001～2002年 7,000件





・ 新聞記事に見る分野・話題の推移 『国語年鑑』「 」
・ 新聞に見られた日本語をめぐる状況 『日本語ブックレット』「 」




No.1720・ 履歴書の話－毛筆縦書きからペン字横書きへ－ 『文教ニュース』「 」
・ 公開後 か月で 件を超える所外からの利用があった。WEB 9 8,000
・ 月刊日本語』に本データベースについての紹介記事が掲載された。『
【平成 年度】15
・ 新聞切抜にみる分野・話題の推移 『日本語学』 年 月号「 」 2003 4







「 」『 』・ 新聞記事に見る敬語の話題－学校と職場における呼称－ 日本語学－敬語 理論と実践
年 月臨時増刊号2005 9























平成 年 月 日現在の図書館蔵書目録データベースへの登録数は，以下のとおりである。18 3 31
図 書 雑 誌 視聴覚資料
和図書 洋図書 計 和雑誌 洋雑誌 計 等

































































電子化した研究報告は ～ である。これは，既刊の「国立国語研究所報告」の ％No.1 No.59 50







































『日本言語地図』の原資料及びその言語地図，並びに昭和 年度から 年度にかけて文化庁が52 60
行った全国規模の「各地方言収集緊急調査 （方言による会話を収録）の録音テープ及び文字化」
資料を中心に行った。また 「日本語情報資料館 （インターネット）や による公開を， 」 CD-ROM
実施した。
『日本言語地図 （全国 地点）の原資料であるカード（ 万枚）の情報（ 日本言語地』 「『2400 50
9 5 6図 データベース は およそ 割の電子化を完了した 地図画像も 巻 日本言語地図 全』 」） ， 。 （『 』
巻）までを電子化し，公開（インターネット）した 「各地方言収集緊急調査」資料は，日本全。
国 地点以上における約 時間に及ぶ方言談話の録音テープ及び手書きの文字化原稿（一200 4,000























































， （ ） 。（ ）・基本語用例データベース 母語別用例辞典 インドネシア語版 の開発を行った ～ 年度16
・教育基本語彙データベースの 版の作成・配布と語彙情報の拡充を行った。CD
（ ） 。・二字漢字語属性情報データベースを サイト で公開したWEB http://202.245.103.51:8900/KRB/
・マルチメディア教材開発ソフト「きりはり教室」を配布し，素材共有サーバを準備した。
・論文，助成金研究課題，機関団体等の日本語教育関係資料の収集，蓄積を行い，分析するとと
もに， サイト（ ）と『日本語教育年鑑』で提供した。また，閲WEB http://www.kokken.go.jp/jsl/
覧供与の場として日本語教育資料室を運営した （～ 年度）。 17
・図書館と日本語教育資料室のデータ処理の統合を図った。
【１４年度】
・教育基本語彙データベースの更なる拡充のための語彙調査を行った （～ 年度）。 16
・二字漢字語属性情報データベース，マルチメディア教材開発ソフト「きりはり教室」のプラグ





・業務番号 ～ で開発したコンテンツとともに，日本語教育支援総合ネットワークシステム51 53
への移行の準備を行った。
【１７年度】














































13 1 15にしてもらえる形で公表・頒布している。平成 年度刊行の第 巻は在庫切れとなり，平成
年度に 部を増刷するなど，社会的ニーズは高い。500
○成果報告書等の成果公表手段の適切性
判，平均 ページの普及書を作成し，約 部を日本語教育関係機関等に教師研修の推進B5 60 400





























































































（ ）についても，書誌情報を検索できるシステムを開発した。また， 正規化表NDL-OPAC UCS
の予備調査と，官報外字の予備調査を実施した。
このように，最新の出版情報（約 万冊分 ，国立国会図書館 （ ）や早61 Web-OPAC NDL-OPAC）






・最新の出版情報（ 日本書籍総目録』のネット版 （約 万冊）『 ） 61
・早稲田大学図書館 （ システム）に搭載されている約 万冊分の書誌情報Web-OPAC WINE 340
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境整備を実施した。しかし，多くが 利用者であり， への移行期にあること，Macintosh Windows
日本からのネット回線速度に問題があることから， 利用者用の多言語対応マニュアルMacintosh
の作成と提供， 利用者用のユーティリティ・ソフトの提供に変更し実施した。なお，平Windows





環境整備の必要性等の結果を得て， サイトで公開した （ ）WEB http://www.kokken.go.jp/ejapan/。
○学術的有用性
英語圏以外のパソコンとのインターネットによる送受信, 印刷, キーワード検索には文字化け








本事業では，事業の性格上から研究報告書は作成せず 業務番号 での配布資料という形で成, 53






































（ ） （ ）とローマ字による検索が可能な文献検索データベース と辞書データベースJi-Books Ji-Words
を公開した。作文添削ツール，漢字を平仮名に変換するツール（ルビ付きも可 ，マルチメディ）
ア教材作成ソフト「 」を開発，提供した。日本人の会話データ，擬態語・擬声語集のサYANIITA
























































いて， 年間で 名からのアクセスがあった。海外の日本語教師は 名（平成 年3 559,482 33,124 15




とインターネット環境が異なるため， サイトだけでなく， ， 等，媒体の多様化が必WEB CD FD
WEB須であり，適切に対応した。関係者，協力者を含む諸外国の専門家や教師の前で発表した。















海外巡回指導， を活用した日本語学習の効果研究， を活用した日本語指導能力向上の国IT IT




海外巡回指導は韓国・ドイツ・フランス・英国で行い総計 名， 研修は国内で総計 名140 IT 744
の参加を得た。
【１６年度】
基礎研修（ 名）と集中研修（ 名）を実施した。海外巡回指導は，対象となる南米地区662 134
のコンピュータ環境のため， とマニュアル配布だけを行い，前年度の対象国・地域（韓国，CD
台湾，英国，独国）で巡回指導を行った。また，モニター協力者（国内外の教師 名 ，開発研72 ）
究協力者（国内外の教師 名 ，研修参加者（教師，ボランティア指導者 名）の協力を得て34 16）
経年調査を行った。 教材や学習用 サイトの評価に関する刊行物を作成し，配布した。CD WEB
【１７年度】
これまで実施してきた海外巡回指導，国内での を活用した日本語指導能力向上研修の総括IT
















2デザインの再編 教育コンテンツの作成等多くの課題があり 教育側のニーズにこたえるために， ， ，
種類の研修を実施した。参加申込みが即日定員超という状況，研修後も学習効果研究の協力を希
， ， 。 ，望する人の多さからして このような研修 実際的研究が求められていることが分かった なお
検索エンジン経由での提供物へのアクセスは 回で，検索キーワードの上位は， 相関79,986 J-web,


































性が図られている。また，平成 年 月の立川新庁舎への移転により，図書館の公開も本格化17 2
させた。












15 108 16 547 16 4 1 17平成 年度には 件，平成 年度には 件（移転のため，平成 年 月 日～平成





























平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
ILL受付件数
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年度 一般 学生 研究者 合計 （人）
平成13年度 14 58 70 142
平成14年度 32 136 97 265
平成15年度 41 167 132 340
平成16年度 46 141 74 261














平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
外部利用者














○ 対象人員：３０名 ○ 研修期間：１年間
② 短期研修：多様な学習者，全国各地域の特性や需要等新たな学習ニーズに対応できる
力を育成する短期集中型研修
○ 対象人員：５００名 ○ 研修期間：１日から１週間
③ 遠隔研修：遠隔地の教育機関の教員チームを対象にして，インターネット等の情報通
信技術を活用して行う研修
○ 対象人員：３０名 ○ 研修期間：１年間
④ 中等教員派遣前研修：海外に派遣される国内中等教育の教員を対象にして，日本語教
授の実践能力を短期間に集中的に授与する研修










級研修（ か月間 ，国立国語研究所の調査研究に参加して研究手法を実践的に学ぶプロジェク10 ）
ト研修（期間は年度により異なる）の 種類がある。プロジェクト研修は，平成 年度に試行2 13
14 15 16 18 21し 次年度以降実施した 参加者の立場や状況を考慮し 平成 年度は夜間 時～， 。 ， ， ， （
時）に実施した。短期研修は，研究成果に基づいて，分野，指導対象者，場所や時期を考えてテ
ーマを選定し，東京と地方の計 回（ 年度は 回）開催した。遠隔研修は，平成 年度の試5 13 6 13
行を経て業務番号 と連係して対象を限定して実施した。53
研修種目 参加人数 参加人数実績
計画 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
長期研修 30 23 29 31 30 21
上級研修 12 19 11 14 9
11 10 20 16 12プロジェクトコース
(※)短期研修 500 483 756 977 550 293
(5/1) (3/2) (3/2) (4/1) (3/2)(開催地：東京/地方)


































































内容構成であった。平成 年度に参加したほとんどが，それ以降の業務番号 の学習効果研究13 53
や国内での日本語 指導能力向上研修に参加していること， 割が学会で実践研究の発表をしてIT 6
いることからみても，ニーズに合った研修であった。
○短期研修アンケート結果
年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度



































年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
修士課程 8 9 9 6 11



















・博士課程第 期生 名を選抜した（入学は平成 年 月 。3 1 18 4 ）























派遣先 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
国立大学 17 27 44 47 40
非常勤講師 私立大学 14 16 18 14 17
その他 3 6
委員会等 国の機関 7 15 16 10 4
委員 国以外の機関 30 16 27 31 43
国の機関 32 24 36 8 7
大学等 23 37
講師等 地方公共団体 19 22 6 14 5
派遣依頼 民間団体 34 14 26 3 5
海外機関 3 3 6 4
その他 7 7
合 計 153 137 176 166 175
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○マスコミ等の取材・出演状況
派遣先 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
新聞社 20 16 9 25
出版社 4 9 5 4
単発 テレビ局 6 13 9 8




連載 新聞社 2 1 1
対応 出版社 1 1 1
テレビ局 1
ラジオ局 2 2 2 2


















見学者所属 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
組 人 組 人 組 人 組 人 組 人
中学校 4 10 5 19 6 26 4 17 2 4
学 高等学校 1 18
生 大学・大学院 1 1 2 6 2 17 3 32
その他 1 1
見 官公庁 3 97
学 企業等 3 76
依 社 小中学校 1 6 1 30
頼 会 1 2大学・学会関係
へ 人 生涯学習団体 2 41
の 等 日本語教育 2 12 1 15 1 1
対 団体
応 団体招へい 1 12 1 6 5 28 1 12
外国人
個 人 146




















った。そのほか 研究成果の公開 「日本語情報資料館」システムの改良 「日本語教育支援総合, ， ，











え提案」が大きく寄与している。平成 年 月に第 回中間発表があり，平成 年度から平14 12 1 13
成 年度への増加を加速させた。平成 年度が突出しているのは，外来語言い換え提案の本発14 15




年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度




， ， 「 」 ，「 」 ， ，「 」ともに 国語研の窓 新 ことば シリーズ ことばビデオ 作成 公開研究発表会 ことば
フォーラム，ホームページの つの部会と，これらの調整機関として企画調整部会を設け，各部6
会が有機的な連携と統一性を持った広報活動が遂行できるように体制を整備した。この体制の下




















外部資金内訳 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
科学研究費 4,013 5,051 5,402 4,691 4,646
補助金 19 21 22 22 25
科学技術振興 11,597 12,095 11,996
調整費 1 1 1
国等の委託費 4,216 6,323 5,464 2,895
2 3 4 4
版権等収入 631 932 1,127 2,019 1,228




合 計 16,280 22,294 24,848 12,174 8,769





・ 話し言葉の言語的・パラ言語的構造の解明に基づく『話し言葉工学』の構築 （科学技術振興「 」
調整費 独立行政法人通信総合研究所及び東京工業大学との共同事業 平成 年度～平成 年, , 11 15
度）
国等の委託研究として 以下のものが採択された。,
「 」（ （ ）・ 電子政府の文字基盤となる汎用電子情報交換環境整備プログラム 経済産業省公募事業 財,
日本規格協会及び情報処理学会との共同事業 平成 年度～平成 年度）, 14 17
, 14・ 常用漢字の指導語例集の活用 （ 財）日本漢字能力検定協会 漢字教育研究助成金 平成「 」（
年度～平成 年度）15
e-Learning ,・ 発話を重視した日本語 システムの開発 （総務省戦略的情報通信研究開発推進制度「 」
北陸先端科学技術大学院大学及び宮城教育大学との共同事業平成 年度～平成 年度）, 15 17
・ 日韓並列シソーラスの構築とその応用に関する基礎研究 （日本学術振興会二国間交流事業協「 」
同研究・セミナー（韓国） 平成 年度～平成 年度）, 16 17
・ かな漢字変換システムの利用実態データに見られる日本語の動向 （マイクロソフト社との共「 」
同研究 平成 年度～平成 年度）, 16 18
科学研究費補助金の獲得実績は以下の表のとおりである。
研究種目 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
基盤研究（Ａ） 936 676 1,547 975 585
1 1 2 1 1
基盤研究（Ｂ） 1,060 2,580 2,170 2,110 1,600
3 4 5 6 5
基盤研究（Ｃ） 1,240 1,100 780 810 1,140
7 8 7 7 7
奨励研究（Ａ） 440
4
萌芽研究 130 290 210
1 2 2
若手研究（Ｂ） 330 500 440 870
4 4 4 8
合計 3,676 4,356 5,127 4,625 4,405



















連絡調整を密に行った。平成 年 月末までに移転作業は完了した。17 1
○経緯及び進捗状況
（１）昭和 年 月 日，多極分散型国土形成促進法に基づく国の行政機関等の移転に関する63 7 19
閣議決定により，移転対象機関となった。
（２）平成元年 月 日，国の機関等移転推進連絡会議において移転対象機関の移転地または8 24
移転候補地が決定し，国立国語研究所の移転候補地が立川に決定した。
（３）平成 年度に設計業務を完了し，建築工事に着手し，平成 年 月 日に建物が完成13 16 10 29
した。
（４）工事完成・引き渡し後，財務省より平成 年 月 日に現物出資を受け， 月末に引越17 1 5 1







（５）工期：着工平成 年 月 日，竣工平成 年 月 日14 3 15 16 10 29
（６）建物の特徴















（１）移転事業を円滑に進めるため，平成 年 月 日付で管理部に「移転推進室」を設置15 5 1
し，膨大な作業内容（移転スケジュールの作成，特定国有財産整備・移転費及び建物新営
設備費の予算要求，新庁舎の運営・保守業務及び警備形態等）を集中的に処理した。















（８）職員の施設についての理解のため平成 年 月 日・ 日の両日で新庁舎の見学会15 11 11 12
を実施した。
（９）平成 年 月末に建物が完成し 月 日 国土交通省より完成した新庁舎の引き渡16 10 , 11 19 ,
しを受けた。
（１０）移転を円滑に行うため 移転説明会を平成 年 月 日及び 月 日の 回実施し, 16 12 1 12 22 2
た。
（１１）立川新庁舎への引越（本移転）を平成 年 月 日～ 日に実施した。17 1 26 31
（１２）平成 年 月 日より新庁舎での事業を開始した。17 2 1
（１３）平成 年 月 日に新庁舎竣工記念式典を挙行した。17 3 9
（１４）財務省への北区旧庁舎返還のため 原状回復に係る不要物品の処分 関係機関への廃止手, ,
























研究所の将来を担う職員の育成を目的として 中期目標期間中に人事院試験合格者から 名を, 5









付与して採用した（実績：各年度 名 。1 ）
○役職員数
所属等 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
役 員 2 2 2 2 2
非常勤役員（監事） 2 2 2 2 2
管理部 14 15 15 17 17
研究部 47 47 46 47 44
研究開発部門 17 17 16 16 16
日本語教育部門 13 13 14 14 12
情報資料部門 17 17 16 17 16
常勤役職員数 63 64 63 66 63
※各年度末時点
○任免状況
一般任免 計平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
事務系 退 職 1 1 2
職員 採 用 1 2 2 5
研究系 退 職 4 2 2 3 11
職員 採 用 2 1 3 1 7
○人事交流実績
交流実績 計平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
転 出 4 3 3 3 4 17








福利厚生等 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
産業医委嘱 ○ ○ ○ ○ ○
所内健康相談の実施 ○－ － － －
定期健康診断受診者 39 42 50 50 49
人間ドッグ受診者 41 42 40 46 37
VDT作業従事者健康診断 15 14 20 13 12
○研修等参加実績
研修等 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
事項 回 人数 回 人数 回 人数 回 人数 回 人数
2 100 1 40 2 100独立行政法人制度
所内 1 40 1 45科学研究費補助金
説明会 企業会計 2 51 1 16 1 17
服務 1 40
法人経営・管理 1 2 2 5
人事・労務管理 3 7 13 19 14 14 8 9
会計・財務管理 1 1
職階別研修 2 2 3 3 2 3 3 6
所外 災害補償 1 1 2 2 1 18 10
研修 情報処理 1 1 2 2 1 1
個人情報・ 1 1
情報公開
知的財産管理 1 3 1 3 1 4
安全・衛生 2 2 3 3 2 2
共済 1 1 1 1 1 1
教育公務員特例法第20条準 26 17 23 15 28 9 19 7 10
用の研究員の研修(研究
系職員)































































































































































































































































































































































































よる災害を受けた役員に対する福祉事業については 特定独立行政法人の職員の例による (役， 。
員に係る労働者災害補償保険法の適用除外)






























































































































































































附 則 (平成一二年一一月二七日法律第一二五号) 抄
(施行期日)
第一条 この法律は，公布の日から施行する。
附 則 (平成一四年二月八日法律第一号) 抄
(施行期日)
第一条 この法律は，公布の日から施行する。
















































































































































































附 則 （平成一二年五月二六日法律第八四号） 抄
（施行期日）
第一条 この法律は、平成十二年六月一日から施行する。

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ ） ， 。1 多様な研究需要に対応し 有機的な連携等を図るための研究体制を構築する
（１センター，６研究部，１８研究室の組織を３部門，６領域に改編）













， 「 」「 」２ 研究所の業務運営については 外部有識者からおおむね 適切である 有効である
- -150
との評価が得られるような，効果的・効率的な運営を行うため，次の措置をとる。
1 事業計画その他の重要事項について 外部有識者に評議員を委嘱し 指導・助（ ） ， ，
言を求め，業務運営に反映させる。
2 外部有識者を含めた評価組織を構成し 組織・運営 研究・事業 設備等につ（ ） ， ， ，




（ ） ， 。1 独立行政法人化の趣旨を理解し 意識改革を図るための職員研修会等を行う








① 研究課題 現代日本語における書き言葉の実態解明と雑誌コーパスの構築 を「 」
， ， ，実施し 次の成果などを得るとともに 国語教育等における文字・表記等の指導
近現代語を対象とする辞書編集等に寄与する。＊ コーパスとは，電子化された
大量の言語資料をいう。以下同じ。
ア 現代雑誌200万字言語調査報告書 の刊行については 現代雑誌約70種から．「 」 ，
サンプリングによって得られた，200万字の言語データをもとに，そこに出現









いて 電子化されたテキスト 太陽コーパス の最終的なデータチェック作， （「 」）
業及び情報付与作業を進める 同時に このコーパスを利用した研究を発表す。 ，
る場として 「太陽コーパス研究会」を開催する。，
② 研究課題 日本語の多様性に関する基盤データの整備と研究法の探索 を実施「 」




態に焦点をあてた学校敬語調査報告書 全２巻 のうちの第１巻を作成・刊行（ ）
する 併せて 平成１４年度に刊行を予定している第２巻のための分析と原稿。 ，
執筆を進める。
イ 「方言文法全国地図」の刊行については，文法の地域差を全国的に鳥瞰する．








































報を収集・分析し 蓄積した情報は 国内外の日本語教育機関における学習， ，「
と教育の実践データ」として，日本語教育支援総合ネットワーク等により公



























































































1 長期研修 中核的教員を対象に リーダーとなりうる教師を育成することを目（ ） ，
的とし，チーム別･プロジェクト別の2種の研修を行う。研修報告書は平成14年度
に刊行する （対象人員約30名 期間1年 平成14年度以降も継続する ）。 。
2 短期研修 多様な学習者 新たな学習ニーズに対応できる力を育成することを（ ） ，
目的とし，短期集中型の研修を３地域で行う。研修報告書は平成14年度に刊行す
る （対象人員約500名 期間1日～1週間 平成14年度以降も継続する ）。 。
3 遠隔研修 遠隔地の教育機関の教員チームを対象として インターネット等の（ ） ，
情報通信技術を活用した研修を試行する 平成14年度より本施行の予定 対象人。（
員約30名 期間1年）
4 中等教員派遣前研修 海外に派遣される国内中等教育機関の教員を対象にして（ ）
短期集中型の研修を行う （若干名 期間1週間 平成14年度以降も継続する ）。 。
４ 附帯する業務




（ ） 。2 研究機関等の求めに応じ職員を派遣するなど援助及び指導を行う
































































































1 多様な研究事業需要に対応し 有機的な連携等を図るための運営体制を構築す（ ） 、
る。











， 「 」「 」２ 研究所の業務運営については 外部有識者からおおむね 適切である 有効である
との評価が得られるような，効果的・効率的な運営を行うため，次の措置をとる。
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1 事業計画その他の重要事項について 外部有識者に評議員を委嘱し 指導・助（ ） ， ，
言を求め，業務運営に反映させる。
2 外部有識者を含めた評価組織を構成し 組織・運営 研究・事業 設備等にに（ ） ， ， ，




（ ） ， 。1 独立行政法人化の趣旨を理解し 意識改革を図るための職員研修会等を行う









① 研究課題 現代日本語における書き言葉の実態解明と雑誌コーパスの構築 を「 」
実施し，次の成果などを得るとともに，国語教育等における文字・表記等の指
導 近現代語を対象とする辞書編集等に寄与する ＊ コーパスとは 電子化さ， 。 ，
れた大量の言語資料をいう。以下同じ。
ア 現代雑誌200万字言語調査報告書 の刊行については 現代雑誌約70種から．「 」 ，
サンプリングによって得られた 約200万字の言語データをもとに 平成16年， ，






イ 「太陽コーパス」の作成及び報告書の刊行については，総合雑誌「太陽 （1． 」
895～1928年 の対象データ全62冊分について 電子化されたテキスト 太陽） ， （「
コーパス ）の最終的なデータチェック作業を終了する （CD-ROM」 。
版及び報告書(仕様編)は平成15年度，報告書(研究編)は平成16年度にそれぞ
れ刊行予定 同時に このコーパスを利用した研究を発表する場として 太） ， ，「
陽研究会」を開催する。
② 研究課題 日本語の多様性に関する基盤データの整備と研究法の探索 を実施「 」
し，次の成果などを得るとともに，国語教育等における敬語，方言等の指導，
言語情報処理分野における研究開発等に寄与する。




イ 方言文法全国地図 の刊行については 文法の地域差を全国的に鳥瞰する 方．「 」 ， 「
言文法全国地図 全６集 既刊5集 のうち,平成１６年度に刊行を予定して」（ （ ））
いる第６集の編集作業を開始する。














と教育実践例の収集を行う また公開発表会を開催し その成果報告論文。 ，
集を作成する。
b 欧米版対訳コーパス 作成のための仕様書作成及びデータ収集を行う 次「 」 。（
年度以降データ収集を継続し，平成15年度に試用版，平成16年度に完成 版C






















を収集・分析し 蓄積した情報は 国内の日本語教育機関における学習と教， ，「
育の実践データ」として，日本語教育支援総合ネットワーク等により公表す

































































































1 長期研修 中核的教員を対象に リーダーとなりうる教師を育成することを目（ ） ，
的とし，チーム別･プロジェクト別の2種の研修を行う。研修報告書は平成15年
度に作成する （対象人員約30名 期間1年 平成15年度以降も継続する ）。 。
2 短期研修 多様な学習者 新たな学習ニーズに対応できる力を育成することを（ ） ，
目的とし，短期集中型の研修を３地域で行う。研修報告書は平成15年度に作成
する （対象人員約500名 期間1日～1週間 平成15年度以降も継続する ）。 。
3 遠隔研修 遠隔地の教育機関の教員チームを対象として インターネット等の（ ） ，
情報通信技術を活用した研修を行う （対象人員約30名 期間1年 平成15年度以。
降も継続する ）。
４ 附帯する業務





（ ） 。2 研究機関等の求めに応じ職員を派遣するなど援助及び指導を行う










































































































































「 」 ， 「 」イ 太陽コーパス の作成及び報告書の刊行については 総合雑誌 太陽
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（1890年代～1920年代）の対象データ約60冊分について，電子化されたテ
































の実績情報を蓄積・分析し 各種研修の内容の見直しと計画策定を行う 平， 。（
成17年度に研究報告書を刊行する ）。





















































































































する （対象 人員約500名 期間1日～1週間 平成16年度以降も継続する ）。 。
（3） 遠隔研修 遠隔地の教育機関の教員チームを対象として，インターネット等





















































































































































































の実績情報を蓄積・分析し 各種研修の内容の見直しと計画策定を行う 平， （
成17年度に研究報告書を作成する 。。）





































































































































































































































































































































































































































































































































平成 6年 1月 第１回国際シンポジウム開催


































名 称 計第一号館 第二号館 第三号館 第二資料庫
第四号館 附属建物（ ）
構 造 ＳＲＣ ＲＣ ＲＣ ＲＣ ＲＣ
地上５階 地上３階 地上２階 地上１階 地上１階
地下1階
建面積 1,073 966 121 213 106 186 2,665㎡
延面積 5,719 3,015 238 213 106 330 9,621㎡
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